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平成 31年３月８日 

総務省行政管理局公共サービス改革推進室 

 

民間競争入札実施事業 

  「情報化ネットワークシステム運用管理業務」の評価について（案） 

 

 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18年法律第 51号）第７条

第８項の規定に基づく標記事業の評価は以下のとおりである。 

 

記 

Ⅰ 事業の概要等 

事  項 内  容 

事業概要 ・開発事業者から引継ぎを受けた本番稼動後のシステム（サーバ・パソコン・ 

ネットワーク等）の運用管理業務 

・ユーザからの問い合わせ等に対応するヘルプデスク業務 

実施期間 平成 29 年７月３日～平成 32年３月 31日 

受託事業者 ＮＴＴアドバンステクノロジ株式会社 

契約金額（税抜） 224,125,200円（単年度当たり：81,500,072 円）（契約変更後※） 

入札の状況 ６者応札（説明会参加＝14者／予定価内＝５者） 

事業の目的 独立行政法人中小企業基盤整備機構（以下、「機構」という）が使用している

情報化ネットワークシステム（以下、「システム」という）は、機構における

情報利活用の共通プラットフォームとして重要な役割を担っており、安定的

かつ安全なシステム運用が求められているところ、システム利用者との円滑

で効率的な連携および安全性の確保のための情報セキュリティレベルの向

上が必要不可欠である。 

本事業では、上記目的達成のため、システム運用管理業務および利用者の対

応窓口であるヘルプデスクの運用業務を一体的に実施するものである。 

選定の経緯 平成 24 年度における「国・独法の行政情報ネットワークシステムの運用管

理（45事業）」として、「公共サービス改革基本方針」（平成 24 年７月 20 日

閣議決定）別表において民間競争入札の対象として選定されたものである。 

 

Ⅱ 評価 

１ 概要 

終了プロセスに移行することが適当であると考えられる。 

 

２ 検討 

資料１ 



2 
 

（１）評価方法について 

機構から提出された平成 29年９月から平成 30年９月までの実施状況についての報

告（別添）に基づき、サービスの質の確保、実施経費及びその前提としての競争性等

の観点から評価を行う。 

 

（２）対象公共サービスの実施内容に関する評価 

事  項 内  容 

確保されるべき

質の達成状況 

以下のとおり、適切に履行されている 

確保されるべき水準 評価 

本業務の内容 

 民間競争入札実施要項「２.３．本

業務等の内容」に示す運用管理業務

を適切に実施すること。 

 

月次及び週次報告による業務内容を

確認したところ、運用管理業務を適切

に実施しているため、サービスの質は

確保されている。 

システム稼働率 

 システム稼働率は 99%以上とする。 

 

平成 30 年５月のみ 99.9%の稼働率で

あったが、他の月はすべて 100%であ

り、サービスの質は確保されている。 

障害対応時間 

① 利用者からの連絡または本シ

ステムからの異常通知等によ

り、機器等の障害事象が検出さ

れた場合、検出から 15分以内に

機構に報告するとともに、速や

かに一次切り分けを開始する

こと。また、適宜状況報告を行

い、切り分けた結果を当機構に

報告するものとし、対応漏れ、

報告漏れの件数が０件である

こと。 

② 機器等の障害について、機器等

納入（または保守）事業者に指

示・支援を仰ぐ場合は、機器等

納入（または保守）事業者への

連絡および調整を行い、経過お

よび結果を適宜機構に報告す

 

全ての月において対応漏れ、報告漏れ

共に０件であり、サービスの質は確保

されている。 
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ること。 

③ 通常業務時間外にあっても、上

記①および②の対応は実施で

きる体制を構築すること。 

システム運用上の重大障害件数 

 請負者の責によりシステムが正常

に稼働できない事態や、保有するデ

ータの喪失等により、業務に多大な

支障が生じる障害の件数が０件で

あること。 

 

重大障害の発生件数は０件であるた

め、サービスの質は確保されている。 

問い合わせに対する応答率 

① ヘルプデスク受付時間内（原

則、業務日の 8：30～19：00）の

入電に対する応答率が 90％以

上であること。 

② メールによる利用者からの問

い合わせに対しては、受信日当

日を含む２営業日以内に全件

応答すること。 

 

全ての月において入電応答率は 90％

以上、メール応答は全件となってお

り、サービスの質は確保されている。 

ヘルプデスク利用者アンケート 

 ヘルプデスク利用者に対して、年に

１回の割合で満足度についてのア

ンケートを実施し、基準スコア（75

点以上）を維持すること。 

 

平成 30年度に実施したアンケート調

査のスコアは以下に示すとおり全て

の項目で基準スコア以上であり、サー

ビスの質は確保されている。 

項目ごとのスコアは以下の通り。 

問い合わせから回答ま

でに要した時間 

86.9点 

回答または手順に対す

る説明のわかりやすさ 

87.2点 

回答または手順に対す

る結果の正確性 

88.3点 

担当者の対応（言葉遣

い、親切さ、丁寧さなど） 

89.4点 

全項目の平均スコア 88.0点 
 

サービスレベルアグリーメント（SLA） 

上記管理指標に対するサービスレ

 

調達仕様書に記載されている項目は
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ベルアグリーメント（SLA）につい

ては、本業務の効率化と品質向上並

びに円滑化を図るため、別添１「本

業務調達仕様書」を参照の上、遵守

し、対応すること。 

遵守され、適切に実施されている。 

 

民間事業者から

の改善提案 

（１）グループウェアの活用による業務効率性の向上 

機構が採用しているサイボウズデヂエを活用し、機構職員への自動メー

ル通知や電子承認の仕組みを構築し、ユーザからの申請受付業務の効率化

を図った。 

 

（２）セキュリティ対策の強化 

調達仕様書に示したセキュリティ運用業務に加え、請負事業者の経験・

知見に基づき、以下に記すセキュリティ対応を実施した。 

①USB機器利用制限機能の強化 

USB 機器の利用許可単位を PC からユーザとし、USB 機器とユーザの紐付

けを行い、ユーザの利便性とセキュリティ強化を行った。 

②Active Directory（以下、「AD」という。）サーバ内の不要情報の整理 

   従前事業者が残した AD 上の不要データがパッチ配信の不具合を引き起

こすケースがあり、調査・整理対応を実施し、不具合リスクの低減化を

図った。 

③脅威メールの日次チェックの実施 

メールフィルタにより隔離された不審メールのうち脅威性が低いもの

は、ユーザによる解放・受信が可能であるが、脅威性の高いものが含ま

れる事があるため、ユーザが解放したメールをキーワードチェックする

運用を実施し、脅威メール受信時の対処の迅速化を図った。 

 

（３）機構運用担当者とヘルプデスク間のコミュニケーション強化 

機構運用担当者とヘルプデスク間のコミュニケーション強化のため、プ

ロジェクト管理ソフト「Redmine」を導入し、相互がリアルタイムにトラブ

ル等の対応状況を共有出来るようにした。 

これにより、案件の対応漏れ、対応完了通知漏れなどが減少し、ユーザ

からの信頼を得ることが出来たと考える。 

 

（３）実施経費（税抜） 

  本事業は、業務実施期間内において業務範囲の拡大に伴う契約変更（監官委第 37号 

平成 30 年９月 28 日議了）を実施しており、契約当初より実施経費が増額している。 
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平成 29 年 7 月 3 日から平成 32 年３月 31 日まで（33 ヶ月）の実施経費は増額後の

費用で 224,125,200円（単年度平均 81,500,072円）となっている。 

市場化テスト導入前は、単年度で 90,747,694円であった。 

以上より、実施経費は従来経費と比較して、約 10.2％減少した。そのため、市場化

テストの導入により十分な効果があったと判断できる。 

従来経費（Ａ） 90,747,694 円（平成 28年度） 

実施経費（Ｂ） 81,500,072円（単年度平均） 

削減額（Ａ－Ｂ） 9,247,622円（単年度平均） 

削減率（（Ａ－Ｂ）／Ａ） 約 10.2％ 

 

【検討】 

                                    

業  務  分  類 

 

平成 28年度

（Ａ） 

単年度平均 

（Ｂ） 

増減 

B-A 

ＳＥ業務   約 78百万円    約 35百万円 △約 43百万円 

（契約変更による追加分） － 約 7百万円 約 7百万円 

ヘルプデスク業務   約 13百万円      約 33百万円    約 20百万円 

（契約変更による追加分） － 約 7百万円 約 7百万円 

合 計（契約変更前）   約 91百万円      約 68百万円 △約 23百万円 

合 計（契約変更後） 約 91百万円 約 82百万円 △約 9百万円 

 ※金額を百万円単位で四捨五入している。 

 

（４）選定の際の課題に対応する改善 

課題 市場化テスト導入前は、特定の事業者による 1 者応札など、競争性に課

題が認められたところ、入札参加資格において、等級要件の緩和、引き継

ぎ期間の延長（１ヶ月→２ヶ月）、入札公告後の資料閲覧期間の延長（約３

週間→約１ヶ月）、関係事業者に対し RFI（情報提供依頼）の実施及び落札

方式の変更を実施した。その結果、複数者応札するに至り、改善が認めら

れた。 

 

（５）評価のまとめ 

業務の実施にあたり確保されるべき達成目標として設定された質については、評価対

象期間において、全て目標を達成していると評価できる。 

また、民間事業者の改善提案により、業務効率性の向上やセキュリティ対策の強化を

図る方策等、民間事業者のノウハウと創意工夫の発揮が業務の質の向上に貢献したもの

と評価できる。 
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実施経費についても、約 10％の削減が達成できたというように一定の効果があった

ものと評価でき、公共サービスの質の維持向上と合わせて、経費の削減の双方の実現が

達成されたものと評価できる。 

 

なお、本事業の実施期間中に委託民間事業者への業務改善指示等の措置はなく、法令

違反行為等もなかった。今後、監事及び外部有識者で構成される契約監視会議により機

構の事業実施状況のチェックを受けることが予定されている。 

 

 

（６）今後の方針 

本事業の市場化テストは今期が１期目である。事業全体を通じての実施状況は以下

のとおりである。 

① 実施期間中に請負事業者が業務改善指示等を受ける、あるいは業務に係る法令違反

行為等はなかった。  

② 請負事業者については、創意工夫が充分発揮され、機構運用担当者の業務効率向上

に繋がると同時に、アンケート結果からユーザの評価も高いと判断できる。 

③ 実施状況については、監事及び外部有識者を含む契約監視委員会が機構内に設置さ

れており、その枠組みの中で実施状況の評価を受けることとしている。 

④ 市場化テスト導入前は１者応札であり、それ以前も随意契約事前確認公募による契

約であったが、今回の入札では６者からの応札があり、公平な競争性は充分に確保

された。  

⑤ 本事業の確保されるべき質について、全て目標値を達成していた。  

⑥ 従前経費と比較した場合、当初予定にはなかった「個別 IT化推進計画」の実行に

より、急遽導入した機器の運用管理費用の増加分を含めても、約 10.2％程度費用が

減少しており、経費削減の点で効果を上げていると考える。 

以上のことから、本事業については「市場化テスト終了プロセス及び新プロセス運

用に関する指針」（平成 26 年３月 19 日官民競争入札等監理委員会決定）Ⅱ．１

（１）の基準を満たしており、今期をもって市場化テストを終了することが適当であ

ると考えられる。 

市場化テスト終了後の事業実施については「競争の導入による公共サービスの改革

に関する法律」の対象から外れることとなるものの、これまでの官民競争入札等監理

委員会における審議を通じて厳しくチェックされてきた公共サービスの質、実施期

間、入札参加資格、入札手続及び情報開示に関する事項等を踏まえた上で、機構が自

ら公共サービスの質の維持向上及びコストの削減を図っていくことを求めたい。 
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平 成 3 1 年 ２ 月 １ 日 
独立行政法人中小企業基盤整備機構 

 
民間競争入札実施事業 独立行政法人中小企業基盤整備機構 

情報化ネットワークシステム運用管理業務の実施状況について 
 
 
１．事業の概要  
 

独立行政法人中小企業基盤整備機構情報化ネットワークシステム（以下、「本シス

テム」という。）の運用管理業務については、「競争の導入による公共サービスの改

革に関する法律」（平成 18 年法律第 51 号）に基づく民間競争入札を行い、以下の内

容により、平成 29 年度から実施している。当該法律の下での本事業の運用は、第一期

目である。  
 
（１）業務内容  

本システムは、当機構の利用者の利便性向上、業務の効率化、情報の共有化を図る

ことを目的に構築された情報基盤であり、当機構本部の基幹 LAN 及び各外部拠点

（地域本部９ヶ所、事務所２ヶ所、中小企業大学校９校、復興支援センター４ヶ所

（契約変更後３ヶ所）及び地方拠点約 30 ヶ所）に設置された構内ネットワークと、そ

れら LAN を相互に接続した広域ネットワーク、インターネット接続用の設備並びに

ファイル共有システムや電子メールシステム、グループウェア等の情報共有システム

等、約 30 台（契約変更後約 60 台）のサーバと約 2,200 台のクライアントパソコン

から構成されている。 
本システムの利用者は約 2,500 人であり、運用管理業務の業務実施日及び業務実施

時間は、当機構の業務日の８時 30 分から 19 時である。ただし、障害対応や作業の

性質上、当該時間帯にできない作業を実施する場合はこの限りではなく、一時的に異

なる条件で作業が発生する場合がある。 
本業務の内容は以下のとおり。  

 
(ア) 運用管理業務 

① ネットワークシステム全般の管理運用 
② クライアントパソコンの管理運用 
③ サーバの管理運用 
④ セキュリティ監視業務 

(イ) ヘルプデスク業務 
  ① ヘルプデスク業務 

別添 
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（２）契約期間  

平成 29 年７月３日から平成 32 年３月 31 日まで  
 
（３）受託事業者  

NTT アドバンステクノロジ株式会社  
 
（４）実施状況評価期間  

平成 29 年９月１日～平成 30 年９月 30 日まで  
 
（５）受託事業者決定の経緯  

応札希望者（６者）のうち、書類条件不備のため失格となった１者を除く入札参

加者（５者）から提出された適合証明書を審査した結果、当機構が定めた要求項目

が全て満たされていることを確認した。  
入札価格については、平成 29 年５月 30 日に開札した結果、入札した全ての者が

予定価格の範囲内であり、総合評価落札方式により、NTT アドバンステクノロジ株

式会社を落札予定者とした。  
その後、民間競争入札手続きに則り、暴力団に係る欠格事項に当たらないことを

確認し、平成 29 年７月３日に契約を締結した。  
 
２．確保されるべきサービスの質の達成状況及び評価  
 

民間競争入札実施要項において定めた民間事業者が確保すべきサービスの質の達成

状況に対する当機構の評価は、以下のとおり。  
 

評価項目 測定指標 評価 
ア．本業務の

内容 
 
 

民間競争入札実施要項「2.3.本業務

等の内容」に示す運用管理業務を適

切に実施すること。  

月次及び週次報告による業務

内容を確認したところ、運用

管理業務を適切に実施してい

るため、サービスの質は確保

されている。 
イ．本システ

ムの稼働率 
 
 

稼働率は 99%以上とし、稼働率は以

下の計算式により算出する。 
稼働率（％）＝ 
｛1 – (１か月の停止時間) ÷ (１か

月の稼働予定時間)｝× 100 

平成 30 年５月のみ 99.9%の

稼働率で他の月はすべて

100%であり、サービスの質

は確保されている。 
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（※稼働率の計算には、計画停電や

機器故障及びソフトウェアの瑕疵に

よる稼働停止時間等を含まない） 
ウ．障害対応

時間 
 
 

利用者からの連絡又は本システムか

らの異常通知等により、機器等の障

害事象が検出された場合、検出から

15 分以内に当機構に報告するとと

もに、速やかに一次切り分けを開始

すること。当機構が重大と判断する

障害発生時の対応で機器等納入事業

者に指示・支援を仰ぐ場合には、機

器等納入・保守事業者への連絡及び

調整を行うこと。これらの場合にお

いては、適宜状況報告を行い、切り

分けた結果を当機構に報告するもの

とし、対応漏れ、報告漏れの件数が

０件であること。 

全ての月において対応漏れ、

報告漏れ共に０件であり、サ

ービスの質は確保されてい

る。 

エ．本システ

ム運用上の重

大障害件数 

請負者の責によりシステムが正常に

稼働できない事態や、保有するデー

タの喪失等により、業務に多大な支

障が生じる障害の件数が０件である

こと。又、業務における支障の程度

に関わらず作業ミスが発生した場合

は、原因を明らかにし、再発防止策

を策定の上、当機構に報告するこ

と。 

重大障害の発生件数は 0 件で

あるため、サービスの質は確

保されている。 

オ．問い合わ

せに対する応

答率 
 
 

ヘルプデスク受付時間内の入電に

対する応答率が 90%以上であるこ

と。 
なお、応答率には問い合わせに即答

できない場合など、問い合わせを受

け付けた旨の応答も含むものとす

る。 
メールによる利用者からの問い合

わせに対しては、受信日当日を含む

２営業日以内に全件応答すること。

なお、受付時間外に受け付けた問い

全ての月において入電応答率

は 90％以上、メール応答は

全件となっており、サービス

の質は確保されている。  
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合わせ等については、翌営業日に受

け付けたものとみなす。 
カ．ヘルプデ

スク利用者ア

ンケート調査

結果 
 

本業務の開始後、年に１回の割合

でヘルプデスク利用者に対して、次

の項目の満足度についてアンケート

を実施し、その結果の基準スコア

（75 点以上）を維持すること。 
・ 問い合わせから回答までに要し

た時間 
・ 回答又は手順に対する説明の分

かりやすさ 
・ 回答又は手順に対する結果の正

確性 
・ 担当者の対応（言葉遣い、親切

さ、丁寧さ等） 
各項目とも、「満足」（配点 100 

点）、「ほぼ満足」（同 80 点）、

「普通」（同 60 点）、「やや不

満」（同 40 点）、「不満」（同０

点）で採点し、それぞれの項目に対

し回答の平均スコア（100 点満点）

を算出する。 

平成 30 年度に実施したアン

ケート調査のスコアは以下に

示すとおり全ての項目で基準

スコア以上であり、サービス

の質は確保されている。 
 
【アンケート調査スコア】  
・問い合わせから回答までに

要した時間 86.9 点 
・回答又は手順に対する説明

の分かりやすさ 87.2 点 
・回答又は手順に対する結果

の正確性 88.3 点 
・担当者の対応（言葉遣い、

親切さ、丁寧さ等）89.4 点  
・全項目の平均スコア 
88.0 点 

キ．サービス

レベルアグリ

ーメント 

上記アからカに示す管理指標に対

するサービスレベルアグリーメント

（SLA）については、本業務の効率

化と品質向上並びに円滑化を図るた

め、別添 1「本業務調達仕様書」を

参照の上、遵守し、対応すること。 

調達仕様書に記載されている

項目は遵守され、適切に実施

されている。 
よって、サービスの質は確保

されている。 

＊ヘルプデスク利用者アンケート調査結果 
 実施時期 ：平成 30 年 10 月 

対象期間 ：平成 30 年４月１日 ～ ９月 30 日  
回収率  ：64.42％（315 名／489 名） 

実施時期（平成 30 年 10 月３日～平成 30 年 10 月 17 日）におい

て、過去ヘルプデスクを利用したことのある者 1,156 名のうち、当機

構のユーザ特性を考慮し、ヘルプデスクを５回以上利用した者を対象

に、対象期間のサービスの質についてアンケートを行い、315 名の回

答を回収期限(10 月 17 日)までに得た。 
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なお、ヘルプデスクを５回以上利用した者を対象とした理由は、以

下のとおり。 
① 当機構のユーザ特性でもあるが、登録専門家(機構から委託を受

けて業務に従事するため所定の手続により登録された者)という

出社頻度の非常に低い人員が利用者の過半数を占めており、期間

内のアンケート回収が見込めないこと。 
② 利用頻度が少ないユーザより利用頻度が一定数を超えるユーザの

評価の方がより平準化され、信憑性が高いものとなること。 
 
満足度スコア: 担当者の対応（言葉遣い、親切さ、丁寧さ）、回答又は手順に対す

る説明の分かりやすさ、回答又は手順に対する結果の正確性、問合

せから回答までに要した時間について、満足 100 点、ほぼ満足 80
点、普通 60 点、やや不満 40 点、不満０点として各利用者がアンケ

ートに回答した結果の全体の平均点をもって、ヘルプデスク利用満

足度としている（基準スコア 75 点以上）。 
 
３．実施経費の状況および評価 （※金額は全て税抜き）  
（１）実施経費  
   本事業は、業務実施期間内において業務範囲の拡大に伴う契約変更（監官委第

37 号 平成 30 年９月 28 日議了）を実施しており、実施経費が増額している。 
平成 29 年 7 月 3 日から平成 32 年３月 31 日まで（33 ヶ月）の実施経費： 

契約金額 188,628,000 円（当初契約分）＋35,497,200 円（契約変更増額分）＝

224,125,200 円 
1 ヶ年（12 ヶ月相当）の実施経費： 
224,125,200 円 ÷ 実施期間 33 ヶ月 × 12 ヶ月 ＝ 81,500,072 円 ・・・①  

 
（２）市場化テスト導入前の実施経費 

平成 28 年４月１日から平成 29 年３月 31 日までの実施経費（１ヶ年）：

90,747,694 円・・・② 
 
（３）経費削減効果 
   今回事業の実施期間中に業務範囲拡大に伴う増額があったため、経費比較は前

回事業と同等の業務範囲で算定された当初契約金額で比較するのが妥当であると

考えたが、従前事業においても機器更新に伴う複数事業者体制、業務内容変更等

があり、便宜上実経費ベースでの比較とした。 
 

削減額（１ヵ年相当）：② － ① ＝ △9,247,622 円  
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増加率：△10.2％  
 
 市場化テスト導入後 市場化テスト導入前 

期間 
H29.7.3～H32.3.31 H28.4.１~H29.3.31 

総額(33 ヶ月) １年(12 ヶ月) １年(12 ヶ月) 
総額 224,125,200 円 81,500,072 円 90,747,694 円 

 
 
 
 
 （４）評価  

市場化テスト実施前と比較して、１ヶ年に換算して 9,247,622 円（約 10.2％）の

経費削減となった。これは契約変更による増額分を加味した上でのものであり、十

分な経費削減効果があったと評価した。 
 
４．民間事業者からの改善提案による改善実施事項等  

（１）グループウェアの活用による業務効率性の向上 
機構が採用しているサイボウズデヂエの機能のうち、これまで機構では殆ど利用

していなかったリレーション機能やメール通知機能を上手く活用し、機構職員への

自動メール通知や電子承認の仕組みを構築し、ユーザからの申請受付業務の効率化

を図った。 
 

（２）セキュリティ対策の強化 
調達仕様書に示したセキュリティ運用業務に加え、請負事業者の経験・知見に基

づき、以下に記すセキュリティ対応を実施した。 
①USB 機器利用制限機能の強化 

USB 機器の利用許可単位を PC からユーザとし、USB 機器とユーザの紐付け

を行い、ユーザの利便性とセキュリティ強化を行った。 
②Active Directory(AD)サーバ内の不要情報の整理 
 従前事業者が残した AD 上の不要データがパッチ配信の不具合を引き起こすケ

ースがあり、調査・整理対応を実施し、不具合リスクの低減化を図った。 
③脅威メールの日次チェックの実施 

メールフィルタにより隔離された不審メールのうち脅威性が低いものは、ユー

ザによる解放・受信が可能であるが、脅威性の高いものが含まれる事があるた

め、ユーザが解放したメールをキーワードチェックする運用を実施し、脅威メ

ール受信時の対処の迅速化を図った。 
 

10.2%減 



7 
 

（３）機構運用担当者とヘルプデスク間のコミュニケーション強化 
機構運用担当者とヘルプデスク間のコミュニケーション強化のため、プロジェ

クト管理ソフト「Redmine」を導入し、相互がリアルタイムにトラブル等の対応

状況を共有出来るようにした。 
これにより、案件の対応漏れ、対応完了通知漏れなどが減少し、ユーザからの

信頼を得ることが出来たと考える。 
 
５．全体的な評価 
   平成 29 年７月より実施している本事業は、市場化テストによる競争性が発揮さ

れた中、新たな請負事業者のもと、重大な障害もなく適切に履行されており、業

務の質も確保されている。 
   また、請負事業者自らの創意工夫も十分に発揮されており、アンケート調査の

結果は 88％という高い平均スコアとなり、機構運用担当者のみならずユーザから

の評価も非常に高い。 
   経費面では事業実施期間中に契約変更による経費増額があったが、それを含ん

だ上で市場化テスト導入前の約 10.2％の経費削減効果を得た。 
 
６．事業の実施状況と今後の取組み 
（1） 本事業の市場化テスト導入は今回が初めてであるが、事業全体を通した実施状

況は以下のとおりである。  
① 実施期間中に請負事業者が業務改善指示等を受ける、あるいは業務に係る法令違

反行為等はなかった。  
② 請負事業者については、創意工夫が十分発揮され、機構運用担当者の業務効率向

上に繋がると同時に、アンケート結果からユーザの評価も高いと判断できる。 
③ 実施状況については、監事及び外部有識者を含む契約監視委員会が機構内に設置

されており、その枠組みの中で実施状況の評価を受けることとしている。 
④ 市場化テスト導入前は１者応札であり、それ以前も随意契約事前確認公募による

契約であったが、今回の入札では６者からの応札があり、公平な競争性は十分に

確保された。  
⑤ 本事業の確保されるべき質について、全て目標値を達成していた。  
⑥ 従前経費と比較した場合、当初予定にはなかった「個別 IT 化推進計画」の実行

により、急遽導入した機器の運用管理費用の増加分を含めても、約 10.2％費用

が減少しており、経費削減の点で効果を上げていると考える。 
 

（２） 上述のとおり、本事業について総合的に判断すると良好な実施結果を得られ

ていることから、次期事業においては「市場化テスト終了プロセスおよび新プ

ロセス運用に関する指針」（平成 26 年３月 19 日官民競争入札等監理委員会決
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定）に基づき、終了プロセスへ移行した上で、自ら公共サービスの質の向上と

経費削減を図っていくこととしたい。 
    なお、終了後も公共サービス改革法の民間競争入札のプロセスを通じて進め

てきた公共サービスの質、実施期間、入札手続き及び情報公開に関する事項を

踏まえた上で、事業の実施状況評価も含め、機構自体で公共サービスの質の維

持向上及びコスト削減を図っていくこととしたい。 
  




